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1．大学の「教育」の自己点検と生涯学習センターの必要性

大学の生涯学習教育研究センターは，生涯学習社会における大学という最大の
知的資源をどう社会に開くかという課題について総合的に研究かつ実践する機関
である。平成六年現在では国立大学では８大学（平成７年度現在）に設置されて
いる。私立大学でも生涯学習への関心の高まりとともにセンターを設置する大学
が増加している。例えば，九州女子大や川村学園女子大などのように，生涯学習
社会における大学の役割はどうあるべきかという観点から大学の組織や機能の再
編成に取り組んでいる大学も出現し始めている。しかし，高等教育機関としての
多くの構造的な問題を抱えているために，生涯学習の観点からの大学改革が遅れ，
危機が最も先鋭的に現れているのは国立大学及びそこでのセンターであると考え
る。そこで，本稿では特に問題を国立大学の生涯学習教育研究センターに限定し
て論述することにする。
生涯学習関係者の大きな関心と期待の中でのスタートではあったが，現在，

様々の問題を抱えていることも確かである◎組織，体制，大学内の位置づけ，行
政や地域社会との連携，いずれもセンターだけでは手に余る問題ばかりである。
それらは日本の大学及び大学行政が持つ構造的な問題に起因するものが多く，本
来ならば，現在各大学で進行中の大学改革全体の中で解決されるべきものではあ
る。
センターはなぜ必要か。この必要性を引き出す観点は，言うまでもなく，生涯

学習社会における大学の機能の変化をどう認識するかということである。まず原
則的には，大学の機能は研究と教育である。従ってセンターも研究機能と教育機
能の両面と関わらせて取り上げることが可能である。しかし，一般的には教育機
能との関連で論じられることが多い。その場合教育機能は，「正規の学生」と
「非正規の学外者」に対する機能に分けられる。そしてしばしば，「生涯学習社
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会と大学」というテーマは，専ら「非正規の学外者」に対して大学の教育機能を
いかにして開放するかという意味でのみ語られることが多い。言い換えれば，最
大の学習資源である大学の教育機能を学外者の利用に供するためのアクセスや
チャンネルをより広げていく必要があるという捉え方である。そしてセンターの
必要性もこの文脈から引き出される。しかしこの認識は，実際には，大学は学外
者対象の「公開講座」をさらに数多く開くべきであり，しかもそれだけが危機に
ある国立大学の今後の唯一の生き残りの方向であるとの主張に短絡し，従ってセ
ンターもどれだけ公開講座を出しているかで評価される。

2．大学教育の「開放」に関する大学内の意識

無論，こうした理解が持つ問題性に大学人が気づいていないわけではない。例
えば，徳島大学大学開放実践センターが学内教員を対象として行った調査による
と，大学は今後「地域社会との研究協力」や「研究成果の地域への情報提供」な
ど研究活動を通じての地域貢献と，「大学正規課程への一般成人の受け入れや履
修形態の拡大」にはもっと力を入れるべきであるが，「公開講座の実施」や「教
官の大学外活動への参加」は「もっと力をいれるべき」は36％に過ぎないのに対
して「今のままでよい」とする消極的な意見は48％と多いのである。
とはいえ，重要だとしている「地域社会との研究協力」や「研究成果の地域社

会への情報提供」の方も，具体的な活動が始まっているわけでないことも事実で
ある(1)O

3．生涯学習教育研究センターの機能

生涯学習と大学というテーマは，原則的には，「正規の学生」の教育をどうす
るか，どう改善するかの問題としても認識されるべきであると考える。いわゆる
大学教育の大衆化＝質的低下という問題図式が通念化して久しい。しかし，この
問題は実際にはほとんど深まった議論にはなりえなかったし，これといった実践
も生み出さなかった。
従来，教育方法や教授学とは，義務教育段階の教育のみの問題分野であった。
しかし今や大学を知識訓練の場として復権させるために，大学教育方法や大学教
授学という差し迫った問題領域が新たに生み出されている。そしてまた外圧とい
う形ではあれ大学教育に「自己点検」が導入されたのも，こうした状況を背景に
していると考えられる。
その意味でも大学の生涯学習教育研究センターの機能は，対内部的な機能と対
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外部的な機能の両面から捉えられるべきであろう。そのうち特に前者の対内部的
な機能が見逃されがちであることから，センターは，まず第一に，何よりも形骸
化した大学の教育機能の点検機能の面から位置づけられるべきであろう。しかし，
これをセンターの機能の中にきちんと位置づけているのは，徳島大センターなど
例外的なケースに過ぎない。徳島大では教育機能の危機の回復と創造という役割
をセンターの重要な役割として位置づけており，この面での今後の展開が期待さ
れる。
以上の二つの機能を図示すれば次のようになろう。

機会提供

資格付与

研究開発

図１生涯学習教育研究センターの概念図

Ａ内的機能一教育に関わる自己点検機能
センターは，まず学内の正規の学生の生涯学習の能力，つまり「自己教育力」
を育てるための全学的な取り組みの中心に，つまり，学生の自己学習能力を育て
る援助機能と考えることができる。進行中の大学改革との関連で言えば，大学の
教育実践に関心を持つ教員が増加している。しかし，これらの動きは未だ散発的
で分散した動きに止まっている。点検評価の動きと関わらせつつ，大学全体とし
て教育改革を進める必要が増している。そこで大学教育の内容や方法に関する理
論や実践に関する情報を蓄積し，学内の教員の相互利用センターとしての役割を
考えることができる。全学教務（学務）委員会等が行っている学生の授業評価の
調査をセンターが担当することも可能である。つまり，センターが大学内の教育
改革の点検に関するさまざまのニーズや情報あるいは実験の受信基地と発信基地
になるのである。
Ｂ外的機能一非正規の学習者に対する教育機能
従来，教員に対する学外からの講師派遣，委員参加・協力，情報提供等の要請
に対しては，大学が機関として受けるというよりも，専ら求められている専門分
野の教員がいわば個人的な関係や非公式のチャンネルによって受けてきた。言い
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換えると，これは現在の大学の組織が外部に対して閉じられた構造，つまり外部
からの情報，期待，要請などが個人的なチャンネルでしか流れ込まないという欠
陥を抱えていることを意味している。
生涯学習社会において，大学が学外者に対して独自に果たすべき役割は何か，
また行政や民間がつくる生涯学習システムの中で大学に期待される役割をどのよ
うに果たしていくか，これらに関しては大学として組織的，構造的な問題も含め
て早急に検討を開始すべきなのである。しかも重要なことは，このように学外者
の生涯学習のために大学が積極的に取り組むということは，国立大学の活性化に
寄与するところが大きいということである。
以上の課題を総合的に研究するためにも大学のセンターが必要なのである。
では，センターの機能を具体的にはどう考えるべきか。全国的な傾向としては，
センターの外部向け機能として次の四つがいわば共通項としてあげられている。

(1)教育・認定機能
①公開講座の開催。
②学習成果の評価法の研究一学習成果としての資格，単位の認定法の研究。
③「コース登録制｣，「科目登録制」の検討。
④行政職員，団体職員を対象とする生涯学習や地域づくりに関する講習会。
⑤大学主催の講演会等の開催。

(2)養成・研修機能
①生涯学習指導者の研修・養成方法の研究及び資格付与の検討。
②講演会等の開催。
③企業等との連携による受託公開講座，また人的資源の開放による開放公開講
座等の検討。
④放送大学・ビデオ学習センター設置の検討。

(3)調査研究・開発機能
①「生涯学習」の理念の構築。
②プロジェクト・チームの組織化一学内外から人材を募っての地域社会のニー
ズの調査。

③諸調査の実施とデータ化。
④生涯学習のカリキュラム，教材等の開発。
⑤報告集，紀要の発行等成果の報告。
⑥基金の設立一センターの活動を一層高めるための経済的基盤の確立。
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(4)情報提供・相談機能
①生涯学習関係情報の収集，データベース化。
②相談，広報のシステムづくり-学習相談のための効果的なシステムづくりの
方法と生涯学習に関する一般的広報活動のシステム化の研究。

③ネットワークづくり一県内住民，諸機関や団体・グループ等のネットワーク
づくり。

④学部・大学院への社会人の入学に関する情報の収集・提供。
⑤「生涯学習推進連絡協議会」との交流。
⑥学内の学習機会情報，人的情報，施設情報の収集・整理・提供。
⑦県・市町村・民間学習機関の生涯学習情報提供システムとの連携。

しかしこのような形でセンターの役割と考えられるものを羅列し，ひとつひと
つを充実させていくというセンター整備の手法では，センター個々の個性的な顔
を創り出すのは難しいのではないかという意見があることも事実である。言い換
えると，個性的なセンターづくりは，まんべんなくどれにも手を出すというので
はなく，特定の機能に絞り込んでこそ可能だというのである。

4．地域社会の要求をセンター運営にどう反映させるか

(1)連絡協議会，客員研究員制度等の設置
センターの運営に地域社会の期待や要求を反映させる仕組みは重要である。し

かし大学のセンターの運営に地域社会のニーズや声を反映させる仕組みを設けて
いる大学は少ない。例えば，「生涯学習推進連絡協議会」等の名称で地域の各分
野の団体等の代表者から成る組織を設置している大学センターもあるが，まだ成
果をあげるまでには至っていない。
その他では，センターに「客員研究員」制度を設けている大学が若干ながら見
られるがこれは大いに注目してよい。このことはいわゆる「大学開放」が専ら大
学の学習資源の開放だけを意味するのではなく，逆に，大学やセンター活動の活
性化のために外部の学習資源を取り込む試みをも含むことを意味している。

(2)地域ボランティアの受け入れ
国立大学のセンターで現在最も困っているのは，人手不足の問題である。特に
深刻なのは事務スタッフの絶対的不足であり，ほとんどのセンターで事務官の数
は１名，よくて２名という現状である。大学の生き残りはひとつには開放にどの
程度積極的に取り組むかにかかっていると誰もが強調するが，運営スタッフの極
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端な不足が開放促進の足柳になっている現状はあまり知られていない。
大学の事務体制は，ある意味で形式化した官僚制の残倖が最も見られるところ
であり，外部状況の変化に対応して弾力的に組織の再編成を図っていくことが難
しい組織体である。そして実際，大学内でも，変化に対応して動き始めた部分と，
保守的で動き出せない部分との乖離が益々拡大している。そうした矛盾がセン
ターの運営体制にも既に現れている。
事務系職員の不足に対応して，各大学も様々な対応策を講じている。なかでも

茨城大学のセンターでは，地元銀行の寄付によって設立されている併設の「地域
総合研究所」と協力して，「生涯学習センター地域奨励研究員」の制度を設け，
ボランティアを充てている。現在は４名で，もとの職業は，ポルトガル語の女性
教師，大企業の元社員２名，大学院修了で研究歴のある主婦である。基本的には
交通費しか支給していない。これらボランティアはセンターが市町村や団体など
から受託した調査研究や公開講座の運営の実質部分を担当する貴重な戦力となっ
ているだけでなく，大学と地域社会とを結ぶ情報の架け橋となっていることが注
目される。

5．センターの事業の全国的な状況

次に，国立大学のセンターが行っている事業についてその概要を見てみよう。
前述の対学内的な機能，つまり生涯学習センターの役割を，大学改革との関連

で，特に大学教育の自己点検に関わる機能の面から捉える試みは，現在までのと
ころ，徳島大などの例外的な事例に止まる。これは今後の課題であると言えよう。
一方，対学外的な機能についてはどうか◎全国の生涯学習センターの連絡協議

会での議論や資料をもとに，現在活動中のセンターにおける注目すべき機能を見
てみたい。その場合の観点としては，徳島大のセンターがあげている大学開放事
業の重点戦略が参考になる。ここでは「地域の需要に応える」(marketing),
「県内全域に届ける」(distribution),「学内外と連携する」(communication),
「情報を事業に生かす」(information)の四つがあげられている（21．
これらの戦略は，地域に生きる大学の開放事業の今後の方向を示している。つ

まり，地域の需要に応じること，すべての県民・住民に高度な学習資源を届ける
新しい手法を開発すること，学内外の様々な機関や学習資源と連携すること，
様々な情報を生かした事業を設計すること等である。これは県民・住民の「高等
教育を受ける権利」を保障する新しい戦略として位置づけることができる。
そこで次にこうした新しい戦略に基づくセンターの実践例をいくつか拾い上げ

てみたい。
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(1)地域の需要に応ずる一「常陸太田市の舞鶴塾」の実践から
茨城大学のセンターは，この二年間で「常陸太田市舞鶴塾｣，「真壁郡関城町
町民大学ペアーノ」など市町村が行っている生涯学習への講師派遣,市町村生涯
学習担当者を対象とする「生涯学習まちづくり講座｣，学校５日制に対応した
「サイエンスわんだ-ランド」の実施などユニークな事業を展開してきた。
これらのうち特に舞鶴塾と町民大学ペアーノについては，大学センターと市町

村の生涯学習行政の担当者が協議して企画を立て，大学・学部が講師団を組織し，
市や町は広報活動や学習者の組織，場所の確保や教材の印刷など開講に必要な条
件づくりに努めている。つまりセンターは大学・学部と市町村の間で橋渡し役を
務めている。特に住民の学習ニーズの把握，講座のプログラムの作成，学習活動
の評価などの重要部分は大学センターが担当している。
舞鶴塾は，歴史ある地方都市だが人口減少や商工業の地盤沈下に悩む常陸太田

市にあって，地域づくりに立ち上がった住民の学習グループである。取り組んで
いるテーマは地域振興，地域福祉，住民の健康づくり，生涯学習等である。大学
センターは，塾の活動に最初から一貫して関わっている。具体的には，市民意識
や学習ニーズの把握のための調査
の受託と実施，活動プログラムの表１舞鶴塾のプログラム（７回以降は省略）
企画への助言，講師の斡旋と派遣
である。講師の斡旋と派遣の場合，
各学部や人文学部の地域総合研究
所に依頼するか，あるいはセン
ターが擁している学外のネット
ワークから人材を紹介する。セン
ター内の研究・開発委員会のメン
バーや地域総研のメンバーには，
地域研究自体を専攻分野にしてい
る研究者が多いため，地域ニーズ
の掘り起こしには支障はない卿!。

(2)「届ける大学教育」-教委との連携
開放により高等教育の学習機会を県民・住民に保障することは，実際には県民
・住民が大学の門をくぐることへの心理的圧迫感があることと，大学までの距離

があり過ぎるなどの障碍のために理念倒れになりかねない。そこでどうしても
「届ける大学教育」が不可欠となる。その際大学と地域を結ぶのが大学センター
である。

回 ■■■■、

テ ー マ 講 師

１
まちづくりとは-まちの
ビジョンの必要性 大 学 教 官

２ まちづくりの資本論 地元銀行員

３ 環境問題と常陸太田の
まちづくり 実 践 家

４ まちづくりの人間関係論 大 学 教 官
５ まちの住みやすさとは 大学教官
６ 住民参加のまちづくり 実 践 家
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例えば，金沢大学センターは，教育委員会との共催で石川県下12市町村におい
て大学講座（夜間講座）を実施している。また東北大学センターは，教委との共
催で７市町村で開放講座を実施している。この他の大学も積極的に届ける大学教
育に取り組んでいる。
茨城県西に位置する関城町は，梨と白菜の産地である。ここに平成５年に誕生
した生涯学習センター「ペアーノ」の事業として「ユニバシティー・ペアーノ」
が誕生した。これの企画に大学センターが協力した。専門科目は一般教養科目
（４回)，町民基礎科目（８回)，地域振興専門科目（８回）の３つである。これ
は開講式の講演を含めて全体で21回(9月～３月）の長期講座である。担当者は，
一般教育科目は大学教官，町民基礎表２生涯学習指導者講習会のプログラム一般教育科目は大学教官，町民基礎

科目は町役場職員等，地域振興専門
科目は大学教官とセンターボラン
ティアの地域研究員，及びセンター
が斡旋した地域づくりの実践家など
である（プログラムは省略)。これ
らはまさしく「出前講座」である。
つまり大学が市町村の生涯学習事業
に協力して講師団を派遣する。その
事業の企画と斡旋にセンターが関
わっているのである。

｜’

(3)大学内外との連携一市町村の生
涯学習担当者対象の指導者研修会
茨城大学センターが平成６年度に
実施した「生涯学習指導者研修会」
は，大学センターが県の生涯学習セ
ンターや市町村との間にどのような
関係を構築すべきかについてのひと
つのモデル事例であると考えられる。
現在，教員研修の場合と違って，
市町村や団体の生涯学習担当者の研
修体系の中に大学での研修は含まれ
てはいない。そこで大学センターは，
基本的には県のセンターが行った生
涯学習指導者講習会等に参加した経
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験を持つ市町村担当者や団体の指導者の中から，希望者を募ってこの研修会を実
施した。
平成６年度の場合，参加者は12市町村から15名と団体代表１名の計16名であっ
た。研修プログラムの概要は表２の通りである。

(4)情報の事業に生かす-18歳人口の減少に対応する事業
大学外のさまざまな情報はそれ自体で事業化されることはない。情報はニーズ
と資源を与えられて具体的な事業となる。そうした情報を事業に生かすポイント
は，現代社会におけるニーズを的確に捉え，そのニーズを戦略化する技術である。
その具体例を一つ取り上げてみる。
５日制が実施された平成５年にセンターは急速対応策を検討した。大学の学習

資源の開放を成人に限るのではなく，青少年にも拡大すべきであること，５日制
はそのための格好の機会であることが確認された。ボランティアの地域奨励研究
員の助言などをもとに，特に，科学離れ，理科離れ，実験離れの危機に対応でき
ないかという提案がなされた。そこで小中学生対象に科学実験教室を開いた｡大
変な人気で定員40名に120名の応募があり，急ぎ会場を増やしたほどであった。
始めの２年は教養部，理学部，教育学部が，現在は農学部が担当している。留

意すべきはこれは単なる公開講座ではないことである。むしろ真のねらいは，大
学が擁する豊富な学習資源を特に年少者へ開放することにより，来るべき18歳人
口の減少に積極的に対応しようとすることにある。毎年違ったプログラムで実施
しているが，その一端をあげておく。

表３サイエンスわんだ-ランド

回 平成４年度開設プログラム
1 極大の世界と極小の世界
２ 塩水で時計は作れるか

３ 生物時計，ゾウリムシの不思議な
生活

４ 失敗の科学

回 平成６年度開設プログラム
１ 宇宙の誕生と進化
２ 身近な自然に接してみよう
３ 微量元素の秘密
４ 秋の植物
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6．生涯学習教育研究センターの課題と今後の方向
一ヨコ型社会の構築に向けて一

大学の生涯学習センターは，地域社会との連携に関しては現状では二重三重の
隆路があると言える。
第一は，都道府県や市町村などの行政機関との関係においてである。大学セン

ターが独自性を発揮できない場合，行政との関係は行政が提供する学習機会との
間で少ない生涯学習参加者のパイを奪い合う競合関係に過ぎなくなる。あるいは
センターの独自性が，単に高度な学習機会の提供という意味だけでとらえられる
なら，センターと都道府県・市町村との関係は，提供する学習機会の内容的なレ
ベルの高いか低いかの水準の違いに過ぎなくなり，大学→都道府県→市町村→住
民というタテ型の関係に転化しがちにある。
その意味でも都道府県や市町村との間の役割関係をどう構築するかの問題は極

めて重要である。大学センターの役割は高度な学習機会の提供と研究が中心のは
ずだから，行政が提供する学習機会とは競合しないはずだとする大学センターの
役割限定主義もある。しかしこれは原則論に過ぎない。
第二の問題は，逆に大学センターが行政を仲介しないで地域と直接に関係を構

築する場合に見られる。そして注目すべきことは，実際各大学センターの成功例
の多くはこの場合であるということである。つまり，この場合は大学センターが
現在のタテ型の生涯学習システムからは抜け落ちてしまう市町村住民のニーズを，
都道府県や市町村の行政を経由せずに新しい発想で直接に組織化しようとするも
のであるため，再び行政との間で競合と軋礫を招きかねないのである。
第三は，地域社会との連携を拡大するノウハウと能力が不足していることであ

る。既に指摘したように，大学は基本的に内に閉じたシステムであり，意思や成
果の表現が基本的に学内や学会など閉じた系の中でのみ行われているため，住民
に直接に開いていくことは難しい。これは基本的には構成員の意識の問題でもあ
るが，それだけでなく，行政と異なって自前の財源や，タテの意思伝達の回路を
持たない大学は，何一つするにも多大な労力を必要としているという問題でもあ
る。
とは言え，見方を変えれば，これらは大学及び大学センターの新しい可能性を

暗示しているとは言えないか。誰もが明確に感じとっているように，現在は大き
な歴史や社会の転換期にある。生産，消費，福祉，教育すべての分野でネット
ワーク化の必要が語られるのは，日本社会がタテ型社会からヨコ型社会への歴史
的転換期に位置していることを意味している。生涯学習とは，端的に「ヨコ型の
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社会をつくる社会改革運動の精神的側面」と表現でき，そして地域においてさま
ざまの分野で進むネットワークづくりを生涯学習に役立て新しい教育システムを
つくることはすぐれて大学の生涯学習教育研究センターに期待される役割である
と言えるからである。
従って，一方では高等教育のレベルへの学習要求の高まりに対応しながらも，
同時に，そうしたヨコの社会的な関係で学習を捉えるという視点からの「研究」
こそがセンターに期待されるのではないかと考える。つまりセンターは成人の高
等教育を受ける機会を実質的に拡大するための現実的な諸条件や諸方策を明らか
にしなければならないのである。しかしこれまでのところ「教育・認定機能』に
限ってみると、単位認定や互換，コース登録制や科目登録制の拡大等による成人
の高等教育の学習機会の拡充にまで踏み込んだ検討を行っているセンターはほと
んどない現状である。その場合，例えばシュロッスパーク,N.K .等が言うよ
うな成人学習のための必須の条件づくりに関する具体的な提言は示唆的である。
特に大学を核とする地域社会の学習資源を成人学習者個人レベルの学習経験や学
習関心に応じて組織することによって，「成人のための学習環境の改善と設計』
を可能にすることなどはすぐれて大学センターの研究課題であると考える。その
成果は，成人学習にとどまらず，子どもの学習環境の改善と設計による自己教育
力の育成など，学校教育や家庭教育を含む新しい教育システムの開発につながる
はずだからである(4)。
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